千葉市障害児等療育支援事業実施要綱
（目的）

第１条　この要綱は、在宅の障害児及び知的障害者（以下「障害児等」という。）の地域における生活を支えるため、障害児等の保護者が、身近な地域で療育相談及び指導が受けられるよう、療育相談体制を充実させることにより、これら障害児等及び保護者の福祉の向上を図ることを目的とする。

（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に定める用語の意義は、それぞれ当該各号によるものとする。

(1) 「障害児」とは、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。）第４条第２項に定める者をいう。

(2) 「知的障害者」とは、知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害者のうち１８歳以上である者をいう。

(3) 「保護者」とは、児童福祉法第６条に定める者をいう。

(4) 「対象施設」とは、次に掲げる施設等をいう。

ア　児童福祉法第６条の２の２第１項に規定する障害児通所支援事業を行う事業所

イ　障害児保育を行う保育所等
ウ　千葉市心身障害者ワークホーム設置運営要綱に基づき、市長が承認した心身障害者ワークホーム

エ　その他、市長が適当と認めた施設

(5) 「支援施設」とは、次に掲げるものをいう。

ア　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下、「障害者総合支援法」という。）第３８条第１項に定める指定障害者支援施設

イ　児童福祉法第２４条の９第１項に定める指定障害児入所施設等
(6) 「指定相談支援事業者」とは、障害者総合支援法第５１条の１９第１項に定める指定一般相談支援事業者、障害者総合支援法第５１条の２０第１項に定める指定特定相談支援事業者又は児童福祉法第２４条の２８第１項に定める指定障害児相談支援事業者をいう。

(7) 「支援事業所」とは、事業を実施する事業所をいう。

（実施主体）

第３条　事業の実施主体は、千葉市とする。

２　市長は、次の各号のいずれかに該当する者であって、事業を適切に実施することができると認められる者（以下、「支援事業者」という。）に、当該事業の全部又は一部を委託して実施することができるものとする。

(1) 支援施設を運営する法人

(2) 指定相談支援事業者
(3) 障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービス事業者

(4) 障害者総合支援法に基づく地域活動支援センターを実施する法人
(5) 児童福祉法に基づく指定障害児通所支援事業所
(6) その他、障害福祉に関する事業を実施する法人等

３　市長は、前項の規定により事業を委託するときは、支援事業者をあらかじめ指定するものとする。

（事業の内容）

第４条　事業の内容は、次の各号に掲げる事業とする。

(1) 訪問療育相談事業
(2) 外来療育相談事業

(3) 施設支援指導事業

２　訪問療育相談事業は、支援事業所の当該事業を担当する職員（以下、「療育支援員」という。）が、定期的又は随時に、障害児等の家庭に訪問、又は地域を巡回して相談場所を開設するなどの方法により、保護者に対して療育に関する各種の相談及び指導を行うものとする。

３　外来療育相談事業は、療育支援員が外来の方法により、障害児等及び保護者に対し、療育に関する各種の相談及び指導を行うものとする。

４　施設支援指導事業は、療育支援員を対象施設に派遣し、職員等に対し障害児等の療育に関する技術の指導を行うものとする。
（職員配置）

第５条　前条第２項に定める療育支援員は、次の各号に掲げる者とする。
(1) 医師

(2) 理学療法士

(3) 作業療法士

(4) 臨床心理士

(5) 言語聴覚士

(6) 障害児保育に実績のある保育士
(7) 相談支援従事者研修を修了した者
(8) その他、市長が適当と認める者
（事業の実施の協議）
第６条　第３条第３項に定める指定を受けようとする者は、「千葉市障害児等療育支援事業実施協議書」（様式第１号）により、あらかじめ市長と協議しなければならない。

２　市長は、前項に規定する協議があったときは、委託の適否を決定し、「千葉市障害児等療育支援事業指定通知書」（様式第２号）により、通知するものとする。
（対象者）

第７条　事業の対象となる者（以下、「対象者」という。）は、次の各号に掲げる者とする。

(1) 第４条第１項第１号及び第２号に定める事業については、本市に住所を有する障害児等又は保護者

(2) 第４条第１項第３号に定める事業については、本市に所在する対象施設の職員等

（費用）

第８条　前条各号に定める対象者が、事業を利用するための費用は無料とする。

（関係機関等との連携）

第９条　支援事業者は、事業の実施にあたっては、必要に応じて福祉事務所、保健福祉センター、児童相談所等の関係機関との連絡調整を密にするものとする。

（諸記録の整備）

第１０条　支援事業者は、事業の実施状況に関する諸記録を整備し、５年間保管するものとする。

（遵守事項）

第１１条　支援事業者は、対象者に対して適切な相談支援ができるよう、支援事業所ごとに従事者の勤務体制の調整を行うことにより、適切な相談支援体制をとらなければならない。

２　支援事業者は、事業の実施について各種の広報手段を活用し、対象者に周知するものとする。

３　支援事業者は、事業の実施の際に事故が発生したときは、市長及び対象者の家族等に速やかに連絡を行うとともに、必要な措置を講じるものとする。

（個人情報の保護）

第１２条　支援事業者は、事業の実施にあたって知り得た対象者に関する個人情報を正当な理由なく外部に漏らしてはならない。

（報告）

第１３条　市長は、支援事業者に対し、事業の実施状況について、必要に応じて報告を求めることができるものとする。

（経費の支弁）

第１４条　市長は、第３条第２項の規定により事業を委託した場合における、当該支援事業者に対する経費の支弁は、別に定める額を当該支援事業者からの請求により、支払うものとする。

（委任）

第１５条　この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、保健福祉局長が別に定める。

附　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。
附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

	
	様式第１号

千葉市障害児等療育支援事業実施協議書

　　年　　月　　日

（あて先）千葉市長

(支援事業者)

所在地

名称

代表者職・氏名

印
千葉市障害児等療育等支援事業実施要綱に基づく事業を実施したく、同要綱第６条第１項の規定により協議します。

１　実施予定事業

実施する事業

（レ点でチェック）

年間の相談件数の見込み

□　訪問療育相談事業

件

□　外来療育相談事業

件

□　施設支援指導事業

件

２　支援施設又は支援事業所
所在地

種別

名称

開設年月日等
　　　　年　　月　　日

３　事業開始予定年月日
　　　　年　　月　　日

４　職員配置の状況
設置状況（兼任者は、主たるものに記入すること）

医師
理学
療法士
作業
療法士
臨床
心理士
言語
聴覚士
保育士
相談支援従事者研修修了者
その他

療育支援員

人
人
人
人
人
人
人
人
５　その他
外来療育相談事業を実施する場合の相談室の設置状況

※事業所の平面図に相談室となる場所をマーカーし、添付すること。


	


	
	様式第２号

千葉市障害児等療育支援事業者指定通知書

千葉市指令　　　第　　　号
　　年　　月　　日

(支援事業者)

所在地

名称

代表者職・氏名

様

千葉市長　鶴岡啓一　印
年　　月　　日付けで協議のあった千葉市障害児等療育支援事業実施要綱に基づく事業の実施について、次のとおり指定したので通知します。
１　実施事業

□　訪問療育相談事業

□　訪問健康診査等事業

□　外来療育相談事業

□　施設支援一般指導事業
２　支援施設又は支援事業所
所在地

種別

名称


	


